２００８・０９年度運動方針の補強（案）

I 国内外の情勢と労働運動の現状

１　国際情勢の特徴

（1） 働く者の労働条件を極限まで引き下げ、史上最高の利益を更新し続けた多国籍企業による、富の集中、金余りが生んだマネーゲームは、金融恐慌として経済そのものに大打撃を与えました。
資本主義を極端にまで進めたのが新自由主義であり、資本主義の矛盾として露呈したのが新自由主義の破綻です。雇用・社会福祉はもとより、経済自体が崩壊の危機に瀕しています。各国でこの危機を乗り切るための新たな政策が打ち出されていますが、いずれも先行きは不透明のままです。日本にいたっては、自公政権が自らの延命のためのバラマキ策を行うだけで、この危機にたいする対応策さえ出されていません。

時代は大きく変わろうとしています。過去に、幾度も、経済危機から、失業、倒産、そして戦争という不幸な道を進んだこともありました。真の解決は、富の極端な集中をなくし、働く者が安心して暮らせる社会をつくること以外にありません。今、わたしたち労働組合の役割と価値が問われようとしています。

（2） 新自由主義は経済の面では規制緩和と市場原理至上主義、外交的にはアメリカの単独行動主義による軍事介入を背景とした強権主義を基本とし、アメリカとその同盟者による強引な政治が進められてきました。しかし、昨年、世界的な金融破綻による経済危機、アフガン、イラクへの軍事介入の泥沼化という形で、経済的にも外交的にも完全に行き詰ってきました。
その結果、新自由主義に反対するオバマ政権の誕生となったのです。オバマ大統領は、内政的には「グリーンニューディル政策」として、環境対策を積極的に進め、プラグインハイブリッド車と再生可能エネルギーの商業化、省エネ関連などに10年間で1500億ドルの投資、そのほかブロードバンドの改良によるＩＴビジネスの促進、そして公共事業投資の再開などによって500万人の雇用創出をめざしています。

外交的にはイラクからの米軍撤退を公約し、４月５日のプラハ演説で広島・長崎の原爆投下に言及、核のない社会を追及との宣言、米州サミットではキューバとの対話再開に意欲を示すなどの転換を打ち出すものの、「テロとの戦い」＝単独行動主義を放棄しておらず、アフガンでは軍事行動をむしろ拡大しています。

中東和平においてもイスラエルの極右政権との関係で、パレスチナ問題の解決をどう進めていくかが問われています。また朝鮮半島の６カ国協議、イランとの対話再開など難題を抱えています。世界情勢に大きな影響を持つオバマ政権の外交政策について、慎重に見ていく必要があります。

（3） アメリカの金融危機に端を発した世界経済の危機は依然として深刻な状況にあります。内閣府は６月５日、半年ごとに海外の経済情勢を分析する報告書「世界経済の潮流」を公表した。米国の経済については「金融危機と実体経済悪化の悪循環が続いており、景気後退が長期化するリスクが高い」と指摘。「２０１０年までは本格的な回復に向かうことは困難」との見通しを示した。けん引役不在の世界経済は０９年に戦後初のマイナス成長に陥るとしています。
欧州も雇用情勢悪化により消費を中心とした自律的回復が困難な上、中東欧経済の悪化による外需の回復も期待できないとし、早期回復は望みが薄い。アジアでは中国が、景気刺激策の効果もあり０９年後半には緩やかに回復に向かい、周辺国のアジア諸国の回復に寄与する可能性もあるが、世界経済全体の回復をけん引することまでは期待できないとしています。
国際経済の枠組みそのものが変わろうとしています。国際経済の枠組みを決めてきた先進８カ国による主要国首脳会議も、昨年１１月にはG２０首脳会議(先進８カ国に加えＥＵと新興経済国１１カ国)となり、アメリカ主導の国際経済が大きく変化しようとしています。アジアでは、中国は内需拡大に主要な課題とするとともに、台湾との首脳会談の中で中台経済協定(両岸経済協力枠組み協定＝ＦＣＦＡ)の締結めざすなど、アジア経済、国際経済の中で大きな位置を占めることになりそうです。

（4） 朝鮮半島の情勢は極めて危険な状況にあります。非核化を協議する６カ国協議は、北朝鮮の脱退表明という状況にいたっています。
昨年２月、李明博保守政権誕生以降、南北関係が冷え込むとともに、１月１２日から１週間の米韓合同演習、２月には「渡河訓練」、３月には空母、原潜を動員した米韓大規模軍事演習、そして「フォールイーグル」と呼ばれる地上戦訓練演習を展開するなど徴発とも取れる行動は朝鮮半島の平和に逆行するものです。しかし、北朝鮮による４月８日のロケット発射、５月２５日の地下核実験を強行は、戦争につながるような危険な行為であり、絶対に容認できません。

一方、韓国では慮武玄前大統領の自殺を機に、李政権への反発が強まっており、朝鮮をめぐる情勢はきわめて不安定なものとなっています。

（5） ブッシュ政権からオバマ政権への移行は、新自由主義からの転換です（どう転換していくのかという問題はあるが）。各国で、新自由主義の規制緩和政策、労働者使い捨て政策からの変化が始まっています。
アメリカでは、職場の労働組合の結成を容易にすることを目的とする「従業員自由選択法」案が審議されており、オバマ政権は成立に極めて意欲的です。

イギリスでは若年長期失業者２５万人に対する雇用・訓練機会の提供などに31億ポンドを投入するなど大規模な雇用対策を打ち出し、派遣労働者の権利を守る「ＥＵ派遣労働指令」の法制化を進めています。富裕層への増税を４０％から５０％にしたうえで消費税率を下げるなども特徴的な変化です。

２　国内情勢の特徴

（1） 内閣府は６月１１日０９年１月～３月期のＧＤＰの二次速報を発表し、実質ＧＤＰが前期比３．８％減，年率換算で１４．２％減とし、一次速報の１５．２％を上方修正しました。しかし、前期比マイナス幅が戦後最悪であることに変わりはありません。

厚労省が６月３０日に発表した有効求人倍率は０．４４倍で、６３年１月に統計を取り始めて以来過去最低となりました。特に正社員の求人は０．２７倍と低い状況です。製造業でも５５．６％減少しています。総務省が同日発表した５月の完全失業率前月比０．２％悪化で５．２％となりました。前月より５年５ヶ月ぶりに５％台となっています。

厚生労働省は同日、全国のハローワークが１８日時点で調べた「非正規労働者の雇い止め等の状況」を発表しました。２００８年１０月から０９年９月までに実施済みまたは実施予定の非正規労働者の雇い止め等は、全国で３，７１６件、労働者数は２２３，２４３人でした。就業形態別の内訳をみると派遣の占める割合が６１．６％と最も高く、契約（期間工など）２２．２％が続く、一方、正社員の離職状況(１００人以上の離職事例)は３５，２６１人で前回調査と比較し、３２．５％増加しました。
（2） 製造業の生産調整は底をうったといわれていますが、いまだ物流の回復の兆しは見えません。典型的な輸出依存、それもアメリカ経済への全面依存の結果、日本経済の落ち込みは先進国の中で最も大きくなったといわれています。

また、内閣府の０９年版の青少年白書（青少年の現状と施策）によると、０８年の若年無業者（いわゆるニート）の数は前年比２万人増の６４万人。年齢層別にみると１５～２４歳がピーク時（０２年）と比べ３万人減少しているのに対し、２５～３４歳は３万人増加しています。
（3） 医療・年金が問題になり、派遣村に象徴されるような雇用悪化が社会問題になると麻生自公内閣は、税金バラマキをしたり社会保障に予算を回すなどの国民向けのポーズをとりました。しかし、それまで自公政府が進めてきた社会保障切捨て政策の結果の責任から逃れることはできません。東京都議選では自民党が惨敗しました。

８月末の総選挙もこの流れのもとに政権交替につながるような結果になると思われます。民意によって政権交替を実現する数少ない機会ですが、小選挙区により二大政党制に流れる危険も大きくなっています。政策の問題が軽視される傾向に懸念しなければなりません。
３　労働運動の現状と特徴

（1） 派遣法と非正規労働者

５月２９日厚生労働省は４月の雇調金対象者が２５３万人に増加し、非正規労働者の雇い止めが全国で２１万６千人に達したことを公表しました。昨年からの経済危機は依然として深刻であり、派遣労働者対策は緊急課題となっています。昨年１０月からのたたかいを牽引してきた「１２・４派遣法抜本改正実行委員会」「派遣村実行委員会」などたたかいの輪はナショナルセンターを越えて広がっています。

（2） 各ナショナルセンターをめぐる情勢

連合は「１８０万人雇用創出プラン」を打ち出し、雇用創出を念頭に置く「日本版ニューディール政策」の実施を訴え、雇用安定を最重要課題とすると態度表明しました。非正規雇用労働者の組織化にも力を入れるとし、非正規労働センターを通じて非正規雇用労働者のネットワークづくりにも取り組んでいます。しかし、企業内組合、正社員中心の組織体質の懸念が払拭できず、また、０９春闘にあっては「賃金も雇用も」とのスローガンで交渉が進められましたが、結果は定昇の確保も危ういというものでした。

全労連は、「貧困・生活危機突破の大運動で、かえるぞ大企業中心社会」とのスローガンのもと、地域組織を軸に運動を展開しています。非正規雇用労働者問題では、派遣法の抜本改正を訴え、非正規雇用労働者全国センターを立ち上げ幅広い協力体制を整えています。青年労働者層の活躍が次第に広がりつつあります。

全労協は、「貧困・格差社会反対！非正規労働者の権利確立、均等待遇を実現しよう！」等のスローガンをかかげ運動を展開しています。

II 運動の基調

新自由主義は完全に行き詰っています。現在労働者を苦しめている規制緩和による諸制度はその政策の負の遺産であり、依然として新自由主義政策に対するたたかいは重要な位置を占めています。第７９回大会で決定した運動方針の基調、①新自由主義にもとづく規制緩和に反対し、貧困をなくし、格差社会を是正する。②差別を許さず、環境を守り、戦争のない平和な社会をつくる。③産別・地域に手をつなぎ、世界に広げる。④全港湾を強く大きくするをもとに運動を進めます。

III 主な闘争課題とたたかいの基本

１　賃金引上げ、労働時間短縮など労働条件の引き上げ

具体的な２０１０年春闘方針について、２月に中央委員会を開催して決定します。中央委員会については、この間、たたかいの日程が早まっていることを考慮し、従来より１週間はやめて２月９日～１０日に開催します。

２　合理化反対、雇用保障の確立

組合員の雇用確保を優先に対応し、反合理化・雇用闘争の基本にもとづきたたかいます。また、労働者供給事業など、雇用創出事業の推進を図ります。

３　労働災害防止と福利厚生の充実強化

重大災害の撲滅の対策を取り組むとともに、本船設備の安全対策のために、ＰＳＣ査察を強化します。アスベスト対策の具体化について、産別課題として取り組みます。また、近年の温暖化に伴い気候が変化してきており、突風によるクレーン転倒事故の危険が高まっています。クレーンの安全対策の全国統一基準作りを進めます。

４　労働者の権利確立と組織攻撃に対するたたかい

（1） 組織破壊攻撃や不当弾圧に対する戦い

深刻な経済情勢の中で、労働組合に対する団交拒否や組合切り崩しなどの不当労働行為、ストライキに対する損倍など組織攻撃が強まってきます。労働条件、雇用の確保と事前協議約款の確立、労働組合の団結権などのために、労働協約締結のたたかいを重視して取り組みます。特に、現在争議中の未解決分会について、当該地本と連携の上、ささえるたたかいを取り組みます。

（2） 企業倒産、廃業に対する取り組み

規制緩和による過当競争と経済危機というなかで、中小の港湾・トラック業者の経営破綻に追い込まれる事態が多くなってきます。事前に危険な経営動向を察知し、対策を講じることが必要です。港湾については０９春闘協定にもとづく業界責任追及などを取り組むこととします。

（3） 国鉄闘争

全港湾は、「ＪＲに法的責任が無いとする４党合意は認められない。闘争団の納得のいく解決が図られるよう国労の努力に期待する」という立場で支援をしてきました。解雇から２３年が経過した今、早期解決が何より求められています。「雇用、年金、解決金」の基本３項目が勝ち取れるよう、国鉄闘争支援中央共闘会議に結集して支援を続けます。地域においては引き続き闘争団を支援します。４者・４団体の統一行動を強化し、解決のために全力をあげてたたかいます。
５　労働者ならびに国民的諸課題

（1） 最低賃金引き上げのたたかい

最低賃金の引き上げを取り組みます。全国最低賃金、各県最低賃金の引き上げをめざし、各労働団体と連携を取り審議会に意見を反映させていきます。一方、現在、最賃制度がわかりにくくなっています。議会の場で最低賃金が審議・決定される制度をつくり、選挙でのマニュフェストに最低賃金引き上げを入れさせるなど、国民意見が反映されるような最低賃金の決定のための制度改革も必要です。

（2） 派遣法抜本改正の取り組み

野党共同での派遣法抜本改正のうごきを重視し、派遣法抜本改正共同行動実行委員会の取り組みを踏まえてたたかいを進めます。


（3） 医療・年金など社会保障について

「財政の骨太改革」による社会保障費の削減に対する国民の不満が大きくなり、政府は社会保障予算の一定の追加を予定していますが、すでに、医療現場はきわめて深刻な状態になっています。医療の安全・質の向上、医療従事者の労働条件改善、地域医療の再建などのために、署名などを取り組みます。

また、介護労働者の労働条件改善と介護サービスの充実のための取り組みを進めます。

（4） 入札問題についての取り組み

多くの自治体などが入札や「指定管理者」の選定を行います。多くのビルメン労働者が雇用不安にさらされています。一片の入札の結果、長年働いた職場を追い出されるのは「入札切り」です。コストが安ければ良いという入札制度は廃止されなければなりません。一部自治体等で「総合評価制度入札」が導入され、また、最低制限価格の設定もできるようになりましたが、雇用の安定、労働条件改善に直結していません。総合評価項目や入札条件に「継続雇用」や労働関係法規遵守等はありません。自治体等が要求にもかかわらず依然、拒否をしているからです。引き続き、入札に際して、雇用の継続と労働関係法規の遵守を条件とすることを要求したたかいます。
６　反戦、反核、平和と民主主義、環境を守るたたかい

（1） 憲法改悪反対の取り組み

５月３日の護憲勢力の集会も盛り上がり、改憲の動きは低調とみられていましたが、衆院憲法審査会の規定が６月１１日衆院本会議で強行採決されました。あらためて憲法改悪の動きについて警戒が必要です。

また、５月２６日には自民党防衛大綱が見直され、武器輸出三原則の見直し、敵基地攻撃能力の構築など、先制攻撃ができる体制作りが目論まれようとしています。平和憲法擁護、軍備拡大反対の取り組みを進めます。

（2） 核廃絶とエネルギー政策転換を求めるたたかい

二酸化炭素などの温室効果ガス排出を原因とした地球温暖化は、熱波や豪雨など気候変動を伴いながら、世界各国の生活基盤を脅かし、とりわけ途上国においては深刻な事態を引き起こしています。環境問題が、世界共通の緊急課題となっている現在、CO2や放射性物質を排出する火力や原子力によるエネルギーから、CO2や有害物質をほとんど出さない太陽光や風力、水力やバイオマスといった自然エネルギーへの転換が、世界の潮流となりつつあります。

原発は放射性廃棄物の処理、バックアップ電源のための大型火力発電所建設の必要性など、環境保護、地球温暖化の切り札とはなりえません。脱原発の取り組みとともに、地球温暖化防止のためにエネルギー政策の転換を求めるたたかいを進めます。

このために平和フォーラムが呼びかける「１０・３放射能を出さないエネルギーへ」集会へ参加し、エネルギー政策を取り巻く情勢、とくに、①プルトニウム利用路線が破綻していること、②世界規模でグリーンエネルギーに移行しつつあること、③原発震災が現実のものとなっていること、④プルサーマル計画が具体化しつつあること、⑤日本経済にとっても、次世代グリーンエネルギー開発が重要なことなどから、２００９年から２０１０年にむけて「エネルギー政策の転換」プルトニウム利用路線からの脱却とグリーンエネルギー中心への政策転換が強く求めるたたかいを取り組みます。
また、世界的な核軍縮の動きをさらに推し進めるために、広島・長崎市長が呼びかけ、原水禁・連合・核禁会議の３団体により取り組みが進められている、来年のNPT再検討会議にむけた「核兵器廃絶１０００万署名」運動の取り組みをすすめます。

７　選挙闘争について

総選挙は、わたしたち労働者のための政策実現をめざし選挙戦をたたかいます。そのためには、まず、第一に自公政権の打倒、政権交替を実現し、次の政権に社会保障の拡充、労働基本権の確立をもとめていきます。

それは、終着点ではなく政治を労働者の力で変えていく出発点です。働く者の政治闘争を強め、革新政党の前進を勝ち取り、真に働く者のための国民のための政治の実現にむけた、たたかいの第一歩としなければなりません。

IV 港湾労働者のたたかい
１　港湾労働者を取り巻く情勢とたたかいの現状

（1） 世界不況は港湾にも大きな影を落としはじめました。昨年の秋以来、物流の動きが大きく停滞し、邦船各社は１０月～１２月期の実績の落ち込みから今後の損益見通しを大きく下方修正しました。この動きは、輸出依存型の日本経済に欧米諸国以上の大きな打撃を与え、今年３月の港湾の荷役量は昨年１１月の７０％にまで落ち込みました。港湾関連上場企業２２社の平成２１年度３月期連結決算では、売り上げ高で前期比５．２％減、経常利益で前期比１７％の減となりました。規制緩和の中でのダンピング問題に続いて、経済危機での貨物量の減少および荷主・ユーザーからの料金引き下げ要求が重なったことで、日港協も荷主・ユーザーに立ち向かっていく姿勢を明確にしました。

（2） かつての海運の運賃同盟が現在は無くなり、グローバリズムを背景とした競争が激化してきています。巨大化するコンテナ船の建造と保有、世界網の定期航路を維持していくためには莫大な投資が必要なため、共同運航によるグループ化と企業買収・合併などによるグループ化が進んでいる。 これらのグループは『グローバルアライアンス』とも呼ばれています。そして、いわゆる共同運航が貨物の激減の中で再編縮小される動きがこの間の事前協議の中に出てきています。今までこの共同運航で利益を上げてきた船社が、コンソーシアム再編という形で、抜港や作業体制の変更による雇用不安など、港湾労働者に一方的にしわ寄せをしてくる動きがあります。このような一方的な船社の横暴に対し、反対していかなければなりません。
（3） 交通政策審議会港湾分科会は、２００８年１０月１７日、「港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針」を答申しました。この答申は２００７年に施行された海洋基本法を受け、港湾における基本方針を打ち出したものです。内容は、国際海上コンテナ輸送網の強化、バルク貨物等の輸送の強化、複合一貫輸送網の強化、災害に強い港湾の構築などで、これまでの政策を基本的に継承したものですが、環境問題への対応が若干加わりました。
（4） 交通政策審議会港湾分科会は、２００９年３月２５日、「地球温暖化に起因する気候変動に対する港湾政策のあり方」を答申しました。基本認識として、「温暖化を疑う余地はない、高潮・高波による港湾やその背後地への被害が激甚化する可能性がある」として、具体的施策を掲げました。
（5） 国土交通省は、スーパー中枢港湾プロジェクトの充実・深化のためなどとして、「コンテナ物流の総合的集中改革プログラム評価委員会を設置し、その第１回委員会が２００９年５月に開催されました。
（6） 港湾労働専門委員会の審議が終了し新しい港湾雇用等安定計画が２００９年４月１日から適用開始となりました。港湾労働専門委員会の過程においては、港湾労働法における適用港の範囲の拡大（地方港の適用）と適用業種の範囲の拡大（検査業務の適用）を訴えましたが実現しませんでした。その一方、日雇労働者の職安紹介機能の強化、港労法の適用関係の明確化、就労時の安全教育の徹底、福利厚生の在り方の検討などの課題を明らかにすることができ、港湾労働専門委員会を毎年開催することを確認することができました。
（7） ７月１日の港湾近代化促進協議会のまとめによると、２００８年の外貿コンテナ取扱量は、１，７１５万ＴＥＵで、対前年比０．０３％減と前年並み水準でした。東京３７３万ＴＥＵ、横浜３２０万ＴＥＵ、名古屋２６３万ＴＥＵ、大阪１９５万ＴＥＵ、神戸２０４万ＴＥＵです。主要５港の合計は１，３５５万ＴＥＵ、０．２％増で、全取扱量の７９％を扱っています。主要５港に千葉、川崎、清水、四日市、下関、北九州、博多を加えた１２港の合計は１，５４３万ＴＥＵ、０，３％増、全体の８９．９％を占めています。地方港（５１港）の取扱量は１７３万ＴＥＵ、２．７％減となっています。
しかし、６月２５日の日通総研の「２００９年の見通し」発表によると、主要九港の今年上期、外貿輸出コンテナの見通しについては、若干上方修正したものの過去最大の下げ幅となる模様です。上期の輸出量で２８．３％減２０８万ＴＥＵ、年度全体でも輸入量が１８．１％減の４１２万ＴＥＵです。輸入量の見通しも、主要九港上期で１７．２％減、年度全体でも１２．７％減になるとの見通しです。

２　港湾労働者の闘争課題とたたかい方

（1） ２０１０春闘要求について

０９春闘における産別協定をいかし、産別運動の前進を図ることを基本に次の通り取り組みます。具体的には産別協定の基準賃金の個別賃金への反映、港湾労働者年金の新規登録再開、アスベスト対策の具体化などを要求したたかいます。

（2） 地区団交権の確立と地方の産別闘争

事前協議や産別協定遵守の取り組みとともに地区団交の確立をめざします。地区団交権の確立については、地区港湾の組織強化や連合体化の問題との関係が大きいことも踏まえ、地方組織の検討も進めます。特に、地区団交権の確立が難しい地方港について、地方港対策会議などで各地方の状況を検討しながら進めます。

（3） 港湾管理者に対するたたかい、港湾施設の使用料削減や減免処置

港湾施設の使用料削減など港湾管理者に対する要求を全国統一で提出したたかいます。また、港湾ごとに港湾開発の問題、港湾利用における新規参入の動きについて、地方ごとで情報収集を行い、行政交渉を取り組みます。

（4） 港湾労働法の全国適用の目的と必要性

港湾労働法の全国適用について、各地方交渉での前進のために、港湾労働法の具体的なメリットなどについての整理した要請を行い、地方港業者の同意を取り付けるために各地方ごとの交渉を積み上げることとします。各地方での交渉の積み上げを踏まえ、２０１０春闘で港労法の地方港適用を取り組みます。

（5） 本四架橋反対闘争

本四公団民営化以降、本四関連職場では大変厳しい状況にさらされてきました。さらに土・日・祭日の料金１，０００円一律化により、「大阪～四国」定期貨物船航路も壊滅的な状況となりつつあります。また、民主党の政権公約である高速道路無料化が実現すると、料金収受職場の存在すら脅かされることが想定されます。
これらの問題について交運労協を窓口として国土交通省と交渉をします。交渉の要点は①国の政策である民営化に伴う委託料金切り下げのため、徳島ハイウェイサービスの組合員の半数がワーキングプアーと化しており、この問題の解決を要求する②通行料金１，０００円一律化により壊滅的な打撃を受けつつある「大阪～四国」定期貨物船に携わる港湾労働者の雇用保障を要求する③高速道路無料化に対して料金収受職場の雇用保障を要求する。主な交渉要件を以上の３点として、中央本部常任役員の担当者を決め、四国地本、関西地本と連携を取りながら進めます。
V 海コン、トラック労働者のたたかい
１　海コントラック労働者を取り巻く情勢とたたかいの現状
トラック運送事業者数は、貨物自動車運送事業法が施行される以前の１９８０年度から１９９０年度でも、毎年５００社を上回る規模の純増がありました。同法施行後は、参入者が急増し毎年１０００社を超える純増となり、２００７年度末のトラック運送事業者数は６３，１２２社となっています。

２００７年度だけを見ると新規参入は２，２１８社でした。一方退出企業数は過去最多の１，６６３社となり、純増数は５５５社となっています。中小企業基本法によると、これらのトラック運送事業者は従業員数で９９．８％、資本金で見ると９９．７％が中小企業にあたります。

しかし、近年では規制緩和による市場原理の激化を背景とした重大事故が多発しており、社会的影響を考えればトラック運輸産業の根幹を揺るがしかねない問題に発展しています。全港湾は、労働保険・社会保険未加入問題や軽油高騰対策、荷主による適正取引の確立や安全問題などの現場からあがった声を地方・国へと闘いを進め、社会的規制の強化に向けた取り組みを引き続き強化していきます。

２　海コン、トラック労働者の闘争課題とたたかい方

国際基準作りは２００８年6月、ロンドンでのＩＴＦ路面運輸部会総会で採択され取り組みが進められています。２０１０年世界大会では方針になる予定ですが、国際基準作りに引き続き努力していきます。

「海コン安全輸送法」の国会上程に向け取り組みが進められています。全港湾・全国港湾は「海コン安全輸送法」の理解を深めるため行政、港運・トラック業界、関係団体や労働組合を交えた懇談会を各地で開催しています。

VI 組織ならびに連帯の強化と拡大

１　組織の強化と拡大について
（1） 組織の強化について

労働協約の締結と労働協約による労働条件、雇用の確保を取り組みます。日付の定めない協約の欠点などを踏まえ、協約内容の点検を進めることとします。

（2） 組織の拡大について

まず身近な組織化を進めていかなければなりません。退職者の補充を行うとともに、過半数以上の組織化による労働条件交渉の決定権を確立し、オール組織を目指すことが必要です。また、労働相談を通じ非正規労働者の組織化を進めます。今年度も秋、春の組織拡大キャンペーンを実施します。

（3） 全国活動家の育成

経済危機の中での合理化、組織攻撃を現地指導し、組織強化、拡大につなげる活動家の育成が求められています。中央本部として系統的な活動家育成の取り組みについて、組織部会で検討していきますが、あわせて各地方、支部でそれぞれ創意工夫をこらして、活動家の育成を取り組んでいくこととします。

また、労働講座についても複数回数の開催など検討します。

（4） 共済活動のとりくみ

相互扶助の精神に基づく自発的な福利厚生活動として全労済の共済制度の取り組みをおこないます。共済活動にかかわる情報提供、利用の促進、事務手続きは、組合員からの委任に基づいて組合事務局が代行し、事務手続に際して生じる費用相当額を団体事務手数料として全労済より受け取ります。

また共済契約に関する事務手続きを円滑に進めるため、全労済より必要最小限の範囲において個人情報の提供を受けます。

２　共闘の強化

（1） 地区港湾について

地方港における地区港湾の組織強化を図るとともに、地区港湾の各地区の取り組み実態を把握し、地区港湾運動の前進を図ります。また、中国地区の地区港湾および事前協議体制の確立について全国港湾とともに取り組みます。

（2） 海員組合との協議体

海員組合と港運同盟と全国港湾の協議体について、すでに１０回を超える準備会の中で規約や活動内容などが具体的つめられてきました。全国港湾として協議体に参加し、便宜港湾対策（ＰＯＣ)、安全対策（ＰＳＣ）をはじめとして港湾産別課題を取り組むとともに福利厚生の取り組みを進めます。

以　上
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